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多元的脆弱性指標とその政策的意味合い
小島嶼開発途上国における対応力強化と持続可能な開発に向けて

島嶼研究ジャーナル　第 14巻 2号（2025 年 3月）

１　序論
２　第 4 回小島嶼開発途上国会議（SIDS4）
３　多元的脆弱性指標の概要
４　島嶼国における多元的脆弱性の意味合い
５　脆弱性低減と対応力強化に向けて―今後の展望

１　序論
　2025 年が明けてすぐ、アメリカ航空宇宙局（NASA）は 2024 年が歴史
上最も平均気温が高い年となったこと発表した 1。時同じくしてこの頃、
カルフォルニアでは大規模な森林火災が発生し、233㎢、東京都の 3 分
の 1 を超える面積を焼失し、300 兆円を超える経済的損失を被った 2，3。
2024 年 10 月末にはスペイン東部バレンシア州で記録的な豪雨が発生
し死者 200 名以上、インフラ障害に加え、自動車産業等にも影響が出
た 4。日本では静岡市で最高気温 29.2 度を記録し、福岡市猛暑日の日数
が 62 日となる一方、8 月末に西日本を襲った台風 10 号は豪雨をもたら

1　National Aeronautics and Space Administration (NASA, 2025) Temperatures Rising: NASA 
Confirms 2024 Warmest Year on Record, 10 Jan. 2025 https://www.nasa.gov/news-release/
temperatures-rising-nasa-confirms-2024-warmest-year-on-record/（最終閲覧日：2025 年 1 月
15 日）

2　State of California (2025) 2025 Incident Archive https://www.fire.ca.gov/incidents/2025（最終
閲覧日：2025 年 2 月 9 日）

3　Guardian (2025) LA fires forecast to be costliest blaze in US history with estimate of over 
$200bn in losses, 14 Jan. 2025 https://www.theguardian.com/us-news/2025/jan/13/la-fires-
wildfire-economic-losses#:~:text=Investigators%20are%20still%20trying%20to,%24250bn%20
to%20%24275bn（最終閲覧日：2025 年 1 月 15 日）

4　日本貿易振興機構（ジェトロ、2025）東部の洪水被害でインフラが遮断、自動車産業にも
影響 2025 年 11 月 5 日 https://www.jetro.go.jp/biznews/2024/11/a03f6ef9b2de6faa.html（最終
閲覧日：2025 年 1 月 15 日）
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し、洪水や土砂災害などにより 10 名の命が奪われ 5，6。こうした自然災害
は、温暖化などの気候変動に起因するもので、温室効果ガスの排出削減
や気候変動策などの対策を国際的に進めていくことが急務となってい
る 7，8，9，10。
　一方、気候変動の影響は大国が直面する森林火災や洪水だけではなく、
島嶼国や沿岸・島嶼地域などが影響を受ける台風やサイクロン、ハリケー
ンなどによる暴風雨や干ばつ、海面上昇なども含まれる。島嶼国のうち、
開発途上国に分類される小島嶼開発途上国は、こうした自然災害の影響
を受けやすくまたそうした災害への対策も十分でないといった課題があ
る。さらに、2020 年に世界を襲ったコロナ禍、いわゆる新型コロナウ
イルス感染症（COVID-19）感染爆発（パンデミック）により、世界の物流
が阻害されるとともに、空港や港湾が閉鎖されることで観光が基幹産業
である島嶼国は社会経済的に大打撃を受けた。小島嶼開発途上国はその
間、経済を維持するために国際金融機関から公的借り入れをするなどし
て債務が拡大し、コロナ禍が終息して債務返済が開始されると厳しい国
家収支の管理を強いられることとなった。ロシア・ウクライナ戦争やイ
スラエル・パレスチナ戦争などにより物資や物流が高騰し、輸入に依存

5　日本気象協会（2024） 2024 年熱中症にまつわる夏の振り返りと「熱中症に関する意識調査」
2024 年 11 月 21 日 https://weather-jwa.jp/news/info/post3875（最終閲覧日：2025 年 1 月 15 日）

6　国土交通省（2024） 令和 6 年台風 10 号による被害状況等について（第 18 報）2024 年 9 月
10 日 https://www.mlit.go.jp/common/001762615.pdf（最終閲覧日：2025 年 1 月 15 日）

7　California Air Resources Board (2025) Wildfires & Climate Change https://ww2.arb.ca.gov/
wildfires-climate-change （最終閲覧日：2025 年 1 月 15 日）

　World Weather Attribution (2024) Extreme downpours increasing in southeastern Spain as fossil 
fuel emissions heat the climate, 4 Nov. 2024

8　World Weather Attribution (2024) Extreme downpours increasing in southeastern Spain as 
fossil fuel emissions heat the climate, 4 Nov. 2024 https://www.worldweatherattribution.org/
extreme-downpours-increasing-in-southern-spain-as-fossil-fuel-emissions-heat-the-climate/ （最
終閲覧日：2025 年 1 月 15 日）

9　Associated Press (AP, 2025) Trump signs executive order directing US withdrawal from 
the Paris climate agreement — again, Jan. 21, 2025 https://apnews.com/article/trump-paris-
agreement-climate-change-788907bb89fe307a964be757313cdfb0 （最終閲覧日：2025 年 1 月
25 日）　気候変動対策に関するアメリカの動きとその影響を注視していく必要がある。

10　White & Case (2025) US Withdrawal from the Paris Agreement: Impact and Next Steps Alert, 
21 Jan. 2025 https://www.whitecase.com/insight-alert/us-withdrawal-paris-agreement-impact-
and-next-steps （最終閲覧日：2025 年 1 月 25 日）　パリ協定の離脱の効力は国連への通知か
ら一年後となっており、また、気候変動枠組み条約の締約国としての地位は変わらないと
しつつも、エネルギー部門への経済負担を軽減する大統領令が同時に署名されており、省
エネや温室効果ガス排出の動きが鈍化する可能性があると指摘されている。

小林 正典
（笹川平和財団経営企画部特任部長）
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する島嶼国の経済運営は厳しさを増している。島嶼国は、陸地面積が狭
いといった狭隘性やそれぞれの島が離れているといった遠隔性といった
地勢的特性や人口規模が小さく規模の経済が成立しにくいといった産業
構築や通商の観点から不利な状況にあるのに加え、地球環境や地政学的
変化が島嶼国の社会経済的発展を進める上での課題となっていると指摘
されている 11，12。
　こうした状況から、小島嶼開発途上国が直面する脆弱性を環境面だけ
ではなく、社会経済、国際制度的枠組みといった観点から多元的に評価 
し、対策を進めるべきとの呼びかけに応じ、国連では多元的脆弱性指標

（Multidimensional Vulnerability Index, MVI）の策定が呼びかけられ、2024 年
9 月の国連総会において、この MVI が採択された。島嶼国の自然危機
や災害を含めた環境および社会経済的なリスクや脆弱性を評価する検討
も様々な地域を対象に進められている 13，14，15。本稿では、2024 年 4 月に
アンティグア・バーブーダで開催された第 4 回小島嶼開発途上国会議で
の脆弱性に関する議論を振り返りつつ、MVI の策定過程、当財団が進
めてきている島嶼国研究の対象国からパラオ、モルジブ、バハマ等を取
り上げ、脆弱性および対応力（レジリアンス、Resilience）の意味について
具体例を考察しつつ、MVI を小島嶼開発途上国の持続可能な開発の推
進やそのための国際連携の促進に繋げる上で何が求められているのかを
提示する。

11　太平洋島嶼国の特性としては、「拡散性，狭隘性，遠隔性」が指摘されている。外務
省（2009） 太平洋島嶼国国別評価報告書 3-4 – 3-5 https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/
shiryo/hyouka/kunibetu/gai/pacific/kn08_01_index.html（最終閲覧日：2025 年 2 月 10 日）

12　太平洋島嶼国の特性としては、「狭小性、隔絶性、遠隔性、海洋性」とも指摘されている。
国際協力機構（JICA, 2024）育んできた絆を未来につなげる JICA マガジン 2024 年 6 月号 
https://jicamagazine.jica.go.jp/article/?id=10219（最終閲覧日：2025 年 2 月 10 日）

13　Kennedy, D. M. (2024)) A review of the vulnerability of low-lying reef island landscapes to 
climate change and ways forward for sustainable development, Ocean and Coastal Management, 
249, pp. 1-12.

14　Shah, M.A.R. and Wang, X. (2024) Assessing social-ecological vulnerability and risk to 
coastal flooding: A case study for Prince Edward Island, Canada, International Journal of 
disaster Risk Reduction 106, pp. 1-15.

15　Roland, H.E. (2024) External vulnerability, local resilience, and urban-rural heterogeneity in 
the Marshall Islands, Environmental Science and Policy 152, pp. 1-12.

２　第 4 回小島嶼開発途上国会議（SIDS4）
（１）SIDS4 の議論と概要
　小島嶼開発途上国における持続可能な開発の実現に向け、小島嶼開発
途上国の固有の課題や条件などを理解し、国際連携を進めていくため
に 1994 年に第 1 回国際小島嶼開発途上国会議がバルバドスで開催され、
以降、10 年ごとに同会議が開催されることとなり、2005 年にモーリシャ
スで第 2 回会議、2014 年にはサモアで第 3 回会議、2024 年 5 月にアンティ
グア・バーブーダで第 4 回会議（SIDS4）が開催された。会議では、イ
ギリスのチャールズ国王がビデオメッセージで小島嶼開発途上国の持続
可能な実現に向けた連携の重要性を強調した他、カリブ海諸国や太平洋
島嶼国の首脳等が小島嶼開発途上国の直面する課題や国際的な支援の重
要性を訴えた。日本からは穂坂泰 外務大臣政務官が出席し、カリブ海
諸国をはじめとする小島嶼開発途上国支援を目的とした日本の国際協力
の実績とその更なる増進に向けた方針を表明した。当財団は当方を含め
2 名の職員が参加するとともに、日本人 2 名を含む 4 名の学生および若
手実務家の参加を支援した。また、この会議に先立ち、2024 年 3 月に
西インド諸島大学アンティグア・バーブーダ ファイブアイランド キャ
ンパスと連携してアンティグアにおいてカリブ海諸国における持続可能
なブルーエコノミーに関するワークショップを開催するなどして、同会
議での議論に向けた議論を行い、4 月にユーヨークで開催された準備会
合でその成果を共有した。
　同会議では、アンティグア・バーブーダのガストン・ブラウン首相、
トリニダッド・トバゴのデニス・フランセス大統領、サモアのアフィオガ・
フィアメ・ナオミ・マタアファ首相、クック諸島のマーク・ブラウン首
相など多くの首脳が演説を行い、各国が直面する課題や国際支援の重
要性を強調した。とりわけ演説から気迫と使命感が伝わってきたのはバ
ルバドスのミア・アモール・モトリー首相だった。モトリー首相は、30
年前にバルバドスで開催されたこの会議がアンティグア・バーブーダで
開催されることに感無量であるとの思いを表明しつつ、小島嶼開発途上
国支援のための動きにスピード感と広がりが欠落していると指摘し、バ
ルバドスは 7,700 万米ドルの資本金でブルー・グリーン銀行を設立する
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予定であることや、国連工業開発機関（UNIDO）と連携して持続可能な
開発のための世界小島嶼開発途上国拠点事務所の設置、更には気候脆弱
性フォーラム（Climate Vulnerable Forum, V20）を設立し、現在 68 か国が
メンバーとなっているといった進捗を報告した 16。その上で、「世界連帯
税（Global Solidarity Levy）」にて国際的に資金を集め、小島嶼開発途上国
の支援に回すべきだといった提案や、累積債務や気候変動により引き起
こされる病原体への対策、小島嶼開発途上国首脳会議の隔年開催などを
提案した。演説の各所に小島嶼国が気候変動やパンデミックなど様々な
外的要因に脆弱でそうした小島嶼国開発途上国を支える国際的な制度が
構築途上にあることを強調した。

（２）小島嶼開発途上国のためのアンティグア・バーブーダ アジェンダ：
　　 対応力ある反映のための新たな宣言
　この SIDS4 では事前に準備会合等を通じて非公式な合意が成立して
いた行動計画案「小島嶼開発途上国のためのアンティグア・バーブー
ダ アジェンダ：対応力ある反映のための新たな宣言」が採択された。
SIDS4 の成果文書は「政府間で合意された焦点を絞った未来志向で行
動志向型の政治的成果文書」であることが、2022 年秋の国連総会決議
で規定されていた 17。また、この成果文書を作成するにあたっては、2023
年の夏に 3 つの地域会合および各地域の代表を交えた地域間会合を開催
し、小島嶼開発途上国が置かれる課題や国際連携に向けた展望等につい
て議論を行った（表 1）18。こうした地域会合に加え、2025 年 1 月および 4
月に準備委員会会合をニューヨーク国連本部で開催した。当財団海洋政
策研究所は、3 月にアンティグア・バーブーダにある西インド諸島大学
ファイブアイランド校と連携して持続可能なブルーエコノミーに関する
カリブ海地域ワークショップを開催し、その成果を 4 月の準備委員会会

16　バルバドス首相官邸 (2024)National Statement at SIDS4 https://pmo.gov.bb/2024/05/28/
national-statement-at-sids4/（最終閲覧日：2025 年 1 月 26 日）

17　United Nations (2023) 77/245. Follow-up to and implementation of the SIDS Accelerated 
Modalities of Action (SAMOA) Pathway and the Mauritius Strategy for the Further 
Implementation of the Programme of Action for the Sustainable Development of Small Island 
Developing States, A/RES/77/245, 9 Jan. 2023, https://docs.un.org/en/A/res/77/245（最終閲覧
日：2025 年 1 月 20 日）

18　United Nations (2024) 4th International Conference on Small Island Developing States 
Charting the Course Toward Resilient Prosperity https://sdgs.un.org/conferences/sids2024（ 最
終閲覧日：2025 年 1 月 21 日）

合で共有した。

　この宣言は、20 ページ、5 部、42 パラグラフにより構成され、これ
までの系譜、小島嶼開発途上国のニーズ、課題克服のための重要施策、
国連の取組、今後の取組予定などについて網羅的かつ簡潔に具体的な内
容が盛り込まれている（表 2）19。この文書の特徴としては、この宣言の副
題にも示されている通り、「対応力ある繁栄」をどのように実現してい
くかという点で、その背景には系譜の箇所で触れられている通り、小島
嶼開発途上国が直面する「脆弱性」をどのように克服していくかという
点でもある。そして脆弱性が気候変動や自然危機（Natural Hazards）への
脆弱性といった地球環境の側面だけではなく、貿易や債務を含めた経済
的側面、更には社会的弱者が直面する脆弱性といった側面も取り上げ、
幅広い意味で小島嶼開発途上国の脆弱性を捉え、課題克服のための施策
や国際的な取り組みを提示している。
　特に、この宣言では「小島嶼開発途上のための多元的脆弱性指標策定
のためのハイレベルパネル最終報告書」で提示された提言を政府間会議
で議論するなどして、この多元的脆弱性指標の債務や開発支援に関する
現行の慣行や政策への取り込みを検討することを重要な取り組みの 1 つ
として提示した意義は大きい 20。この他にも、小島嶼開発途上国拠点セ
ンターにおける隔年での島嶼投資フォーラムの開催（パラ 21.b.vi）や小島

19　United Nations (2024) 78/317. The Antigua and Barbuda Agenda for Small Island Developing 
States: A Renewed Declaration for Resilient Prosperity, A/RES/78/317 23 Jul. 2024 https://docs.
un.org/en/A/RES/78/317（最終閲覧日：2025 年 1 月 21 日）

20　同上 , 13 頁パラ 32.A.(a)(i)

表 1：第 4 回国際小島嶼開発途上国会議成果文書の準備過程一覧
AIS（大西洋、インド洋、南シナ海）地域準備
会合

モーリシャス 2023 年 7 月 24-26 日

カリブ海地域準備会合 セントビンセント・グラナディン 2023 年 8 月 8-10 日

太平洋地域準備会合 トンガ 2023 年 8 月 16-18 日

地域間準備会合 カーボベルデ 2023 年 8 月 30 日 -9 月 1 日

原案（ゼロドラフト）の共有 2023 年 12 月

第１回準備委員会会合 ニューヨーク 2024 年 1 月 22-26 日

第２回準備委員会会合 ニューヨーク 2024 年 4 月 1-5 日

第２回準備委員会再会会合 ニューヨーク 2024 年 4 月 11 日

第４回国際小島嶼開発途上国会議 アンテイグア・バーブーダ 2024 年 5 月 24-27 日

国連経済社会局資料より著者作成




